































１　本稿は専修ビジネスレビュー（2017 年 3 月）に掲載された拙稿
　  「1990 年代のベトナム市場経済化と投資環境」に追記・加筆したものである。
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原出所 :Vietnam Economic Times, February, 1996
３　筆者は 1995 年 12 月～ 1996 年 3 月までハノイに滞在したが、このような光景を実際に目にした。










































































































フレ状態が出現したが、1990 年初頭以降、一時は 370％もあったインフレ（GDP デフレーター）は
























　しかし、1990 年代半ばになると非国有銀行も設立が認められ、1990 年代中庸頃には合資銀行（Joint 






（1986 年～ 2000 年）
図表７　1990 年代前半のベトナムの経済成長とインフレ率（％）
出所：IMF“world economic outlook database”
出所：ベトナム政府統計局（GSO）1996


































































































資許可取得後 5 ～ 7 年後に税率は 25％のカテゴリーに変更される。同様に税率 10％適用企業でも投資


























　1990 年代末にはこうした国有企業こそがベトナム産業の国際競争力形成を阻害し、中国や NIES 諸
国との間で大きな貿易赤字を形成しているという危機感が大きくなり、総公社傘下の個別企業を独立
させたり、売却したりする動きが進展した。大西（2013）では資本規模 10 億ドン以下の赤字企業の整理、
中小国有企業の株式化が進展し、1999 年末までに株式会社化した国有企業は 370 社であったことが報
告されている。こうした非効率な傘下の中小事業会社や赤字事業会社を切り離すことにより、残った
12　 大西勝明「21 世紀のベトナム産業の現況と課題」、小林守編著『アジアの投資環境・企業・産業－現状と展望―』、所収、























「全予測アジア 2000- よみがえるアジアと日本の役割 -」1999 年、ダイヤモンド社　p.235
13　 1995 年 12 月～ 1996 年 3 月に滞在した筆者も早期にベトナムに進出した日系大手企業の駐在員から苦労談を直接聞
いている。







































と展望―』pp.89-121 所収、専修大学商学研究所叢書 12、白桃書房、2013 年　所収
三菱総合研究所編「全予測アジア」（1995 年、1996 年、2000 年版）、ダイヤモンド社
小 林守「第二の『ドイモイ』求められるベトナム経済」、「全予測アジア 2000- よみがえるアジアと日本
の役割 -」　p.235、三菱総合研究所、ダイヤモンド社、1999 年
小林守、宇佐美暁「アジア新経済圏　東南アジア篇」三菱総合研究所、徳間書店、1996 年
東洋経済新報社編「東経 Data Books, 全図解　日本企業のアジア進出マップ」東洋経済新報社、1995 年
坪井善明「べトナム『豊かさ』への夜明け」、岩波書店、1994 年
IMF“world economic outlook database”
